
 

新型コロナウイルスによる 

介護崩壊を防ぐための緊急要請 
 

「新型コロナウイルス感染症」については、世界的な感染者の増加に歯止めはかからず、

感染者は 8月 17日現在 2,167万人に達し、死者数も 77万人を超えていると報道され

ています。 

一方、国内においては、「緊急事態宣言」の解除後に再び全国的に感染が拡大しており、

感染者は 8月 17日現在、56,857人、滋賀県内でも 346人に達し、すでに感染拡大の

第２波に入っているとも指摘されています。 

この「新型コロナウイルス感染症」は、特に高齢者は重症化のリスクが高いとされ、当初

から対策の重要性が叫ばれています。しかし、この間、全国各地で高齢者施設での「集団

感染」が発生しており、８月に入って滋賀県内でも発生する厳しい事態となっています。 

介護現場では、慢性的な人員不足の中にあって、職員は自らが感染リスクにさらされな

がらも、感染予防に取り組みつつ、献身的に介護サービスを提供し、利用者と家族、地域を

支えています。しかし、今後の感染拡大を想定した時、人的にも物的に不十分な現状を改

善する思い切った施策を講じない限り、現場任せでは「介護崩壊」をきたす危険性が極め

て大きいと指摘せざるを得ません。 

この危機を乗り越えていくためには、行政がリーダーシップを発揮し、介護や医療従事

者・事業者団体・地域などと連携し、取り組みを展開することが必要であると考えます。 

すでに県内では、南部圏域において、滋賀県南部介護サービス事業者協議会が中心と

なり、保健所とも協力して、B-ICAT 構想（Biwako Infection Control Assistance 

Team（びわこ感染制御支援チーム））を掲げ、具体的な取り組みが始まりつつあります。 

こうした状況を受けて、「何としても介護崩壊を防がなければならない」との思いから、

「自治労滋賀県本部」と「滋賀地方自治研究センター」の呼びかけで、滋賀において介護

に携わる関係者が、「コロナから介護崩壊を防ごう！プロジェクト」を立ち上げ、今後の感染

拡大に備えた対策を議論し、下記のとおりとりまとめました。 

滋賀県におかれては、「何としても介護崩壊を防ぐ」という強い決意で、早急に対策を全

庁をあげて講じられるよう強く要請します。 
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記 

1．介護従事者への PCR検査の優先的実施 

介護施設・居宅サービス事業所等（以下「事業所」という）において、感染

者･濃厚接触者の発生が疑われる場合は、希望する利用者、介護従事者全員

に優先的に PCR検査を実施すること。 

 

2．感染防御資材等の確保と備蓄 

各事業所における感染防御資材等の配備状況を把握し、日常的に必要な資

材の種類や量、使用方法等についてアドバイスするとともに、クラスター発生時

等には、速やかに事業所へ必要な資材が行き渡るよう、各福祉圏域毎に、マス

ク等の感染防止用の装備品、介護食品等を確保し、備蓄すること。 

 

3．ケア付き短期療養施設の確保 

感染者の発生等による事業所の閉鎖やサービス停止時における、陰性の利用

者（濃厚接触者を含む）、および家族等の介護者が感染して独居となる在宅の

要介護高齢者等が、介護サービスを受けながら日常生活が継続できるよう、一

時的に入所できる短期療養施設を確保すること。 

 

4．人員派遣等、感染が発生した事業所への応援体制の構築 

感染者・濃厚接触者の発生時に、速やかに事業所へ専門チームを派遣して対

応をアドバイスしたり、人員が不足する事業所へ応援職員を派遣したりするなど、

感染が発生した事業所がサービスを継続するために必要な伴走型の支援がで

きるよう、医療・介護・労務･行政等の専門職を中心として、状況に応じた柔軟な

対応ができる応援体制を構築すること。 

 

5．事業所等による地域横断ネットワークの形成 

感染症や災害等、介護サービスの継続が困難となる状況に備え、相互に応援

し合える事業所間の人的ネットワークの形成と、知識や情報を共有する取り組み

を支援すること。 

 

6．感染防止の指導・研修体制の整備 

事業所に対して、医師や感染管理認定看護師等によるゾーニング等の感染

防止措置を指導することができる体制を整備すること。また、感染症に関する正し



 

い知識等を習得するため、YouTube 等を活用し、介護従事者がいつでも感染

防止の研修が受けられるようにすること。 
 

7．介護従事者等への差別や風評被害の防止 

介護従事者や家族に対して、誤解や偏見に基づく差別や風評被害を招かない

よう啓発等を強化すること。また感染が発生した事業所に報道機関が殺到するな

どして、サービス提供に支障を来したり、要介護高齢者の日常生活を脅かすこと

のないよう報道機関等に対して周知すること。 

 

8．感染者等発生時の危機管理体制の整備 

感染者発生時の広報や、サービス継続にかかる関係者の調整等について、介

護サービス事業者・保険者・保健所・事業所指定権者等を含めた情報共有の手

順等を示したマニュアルの整備を図ること。 

 

9．必要な予算の確保と資金調達の支援 

上記をはじめ、事業所における感染防止対策等に必要な予算を確保するとと

もに、事業所が自ら資金調達できるよう、クラウドファンディングや民間の助成金

等の情報の提供やアドバイス等、資金調達の取り組みの支援を行うこと。 

 

10．行政のリーダーシップの発揮 

もとより、要介護高齢者がその尊厳を保持し、自立した日常生活を営む（介護

保険法第一条）ためには、感染症対策に限らず、保険者たる市町、医療や他の

生活支援サービス、地域における取り組みとの連携･共同が不可欠であり、これ

ら多様な主体･取り組みをつなぎ、コーディネートすることや、国等から発せられる

膨大な文書や多種多様な情報等をわかりやすく整理して現場に伝えることなど、

事業所等の介護現場が安心してその使命を遂行できるよう、行政がリーダーシッ

プを発揮して取り組むこと。 

 

11．安全･安心と労働法規遵守の原則 

以上について、感染発生時においても、介護従事者の安全と安心が確保され

ることはもちろんのこと、過酷な勤務が常態化したり、不当な人員整理が行われ

るなど、労働者としての権利が侵害されることのないよう配慮して取り組むこと。 

 


